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北アルプス山小屋協会総会
                   令和2年2月20日  

出席機関、組織 各位 

雲ノ平山荘 伊藤二朗 

山小屋のヘリコプター問題について 

現在北アルプスの山小屋業界は、ヘリコプター会社の山岳地における事業の縮小によ

り、深刻な危機にさらされています。ご存知の方もいると思いますが、昨年夏、ヘリコプ

ターの荷上げに関し、私が個人として発信した「山小屋ヘリコプター問題」というブログ

が思わぬ大きな反響を呼び、関係各所からの情報提供、協力打診、取材などが私の元に寄

せられるようになりました。このことについて、現在各方面で建設的な議論がはじまりつ

つあります。本総会に先立ち、環境省自然環境局⾧および国立公園課⾧宛に、私からこの

問題について実情報告書を提出いたしました。

活動の背景 

現代において、山小屋の経営を成立させるためには、ヘリコプターによる物資輸送が必

要不可欠です。山小屋は国立公園の計画上、必要な施設として位置づけられており、事

実、登山道整備、遭難救助、関係諸官庁の活動拠点など、様々な公益的な役割を担ってき

ました。この公益的な機能を存続させるためにも、ヘリコプターによる安定的な物資輸送

の体制確保は重要であると考えています。 

同時に本活動の目標は、ヘリコプター問題を足がかりに官、民の垣根を超えた協働体制

を確立することで、今後の国立公園・登山文化の創造性を高め、持続的な発展を促すこと

です。 

ヘリコプター問題をはじめ、インバウンドや気候変動といった山小屋が抱える喫緊の課

題や国立公園の管理体制について、一般社会も広く巻き込んで議論をすることで、自然環

境に携わる仕事の社会的地位の向上につなげていくことが重要です。良い形で世論を喚起

することで、山小屋の運営やヘリコプターによる物資輸送の公益性も認知され、意義のあ

る仕事として事業の存続が実現しやすくなるのではないでしょうか。 

ひるがえって、今抜本的な対策を打たなければ、今後、国立公園、山小屋業界は困難な

状況に陥る可能性が高いことが、各種データからうかがい知ることができます。 

以上のことを踏まえて、山小屋やヘリコプター会社が抱える課題、起こすべきアクショ

ンについて記載します。
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ヘリコプター会社が抱える課題 

・パイロット・整備士が不足。 

 LCC の急速な台頭や、働き手が空港勤務(定時出勤、帰宅)を優先する傾向などが影響し

整備士がヘリコプター会社に就職しない。パイロットについても報道やドクターヘリな

ど定時勤務ができる仕事を希望し、物資輸送業務を敬遠する傾向がある。 

 山岳地での物資輸送などの高度な技術を持ったパイロットを育成するためには⾧い年月

がかかることから、急な対応ができない。 

・航空法の規制強化 

航空法が徐々に強化され、安全確認作業に大きな労力を割かれ、作業時間や休暇取得の

厳格化などで、作業日数自体が減っている。小さなインシデントでも数週間～数ヶ月の

運航停止処分を受ける可能性があることから、リスクの少ない仕事にターゲットを絞ら

ざるを得なくなっている。 

・結果的にこの 10 年程度でヘリコプター会社が、山小屋に限らず「物資輸送」分野を急速

に縮小し、ドクターヘリなどに軸足を移している。  

・限られた物資輸送作業の供給も電力事業、リニア新幹線、公共工事等の大規模事業にタ

ーゲットを絞っている。  

・部品代や点検のコストが高騰している。 

 

→物資輸送の中でも特にハイリスクローリターンな山小屋は敬遠されやすい。ドクタ

ーヘリの需要は今後も増えることが予想されており、相対的にますます物資輸送業

務が縮小される可能性がある。 

  

 

物資輸送に関する課題  

・複数のヘリコプター会社が山小屋の事業を縮小した結果、一社に作業量が偏っている。

2 機程度のヘリコプターに北アルプスの大半の山小屋が依存している状況。そのヘリコ

プターが 昨年相次いで故障したことで、危機が顕在化した。 

・咋秋以降、契約を断られた山小屋が北アルプスだけで 4、5 軒あり、中にはまだ契約先を

見つけられていない小屋もある。個人で交渉することは困難を極める。 

・契約するヘリコプター会社により、同じ物資量でも値段が数倍違う場合がある。また荷

上げ回数が極端に減らされるなどして、山小屋経営が成立するラインの瀬戸際に立たさ

れている小屋がある。 

・現在２社ほどの小規模なヘリ会社が物資輸送の協力を申し出ているが、参入にいくつか

の障壁がある。フック付きの物資輸送機ではなく、機内積み込みという条件（300 ㎏程

度）のため、燃料やゴミの輸送等は他の航空会社に頼らざるを得ない。 

事業用ヘリコプター飛行時間の統計 （単位：時間） 
 2008 年度 2018 年度 増減 

総飛行時間 58,889 65,715 +6,826 

物 輸 5,336 3,463 -1,873 

人 輸 6,525 16,307 +9,782 

全日本航空事業連合会資料より 
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→ヘリコプター会社に山小屋の作業を「請け負ってもよい」「やってみたい」と思わ

せるメリットが必要。山小屋個人の努力では打開できない状況になってきているた

め、包括的な調整機関が必要。  

 

山小屋の経営に関する課題  

・人材不足(アルバイトが集まらない、続かない)  

・建築資材、工事費の急騰(10 年前の 1.5 倍以上とも言われる) 

・国内需要(登山者)の高齢化、キャンプブームによる山小屋離れ 

・異常気象による登山道の荒廃、収益の不安定化  

・インバウンドに対応するためのアイディア、能力の不足  

 

→「我慢してやり過ごせる」レベルの変化ではなく、むしろ収益性や能力を上げて行

かないと生き残れない。山小屋の疲弊は国立公園の危機でもある。 

 

 

起こすべきアクション 

以下のことを通じて、山小屋、ヘリコプター会社、環境省や登山者などの、より有機的

な協働体制をつくり、国立公園を取り巻く経済活動及び自然保護などの取り組みが持続的

に発展する基盤を整えていくべきではないでしょうか。  

 

①山岳関係メディア、山岳団体、山小屋、登山者を広く巻き込み、企業からの寄付や各

種受益者負担、クラウドファンディングなどを活用し、山岳の物資輸送作業に対し

て、その作業量などに応じてヘリコプター会社に資金援助する仕組みを作る。 行政も

巻き込んだ形の包括的な第 3 者機関 (NPO や財団、協議会など)を立ち上げて資金の

分配、作業協力などを行えば良いのではないか。 

 

②環境省が国立公園内のヘリコプターによる物資輸送作業に対し、その作業量に応じて

補助金を交付する制度を作る (直接航空会社に補助金を交付できなければ、資金の運

用は①の第 3 者機関に負託するなど)。また、国土交通省との省庁間協議により、山岳

地の物資輸送に対応できるパイロットの育成支援のプログラムなどを立ち上げる。  

 

③メディアを通じて、ヘリコプター会社の果たしてきた役割の大きさ、技術力の高さ、

その継承の重要性などを社会に周知させる。これまでは「縁の下の力持ち」というべ

き存在だったヘリコプター会社に対し、メディアがより積極的にスポットライトを当

てることで、世論が自発的にこの問題の解決に関与する機運を作る。また、各種補助

金・資金援助、人材育成の協力体制、メディアの情報形成によって整備士やパイロッ

ト人材が山岳物資輸送業務に従事するインセンティブ (誘因)を高めていく。  

 

以上 


